

















































れたのは、旅館業法施行令第 1 条第 3 項第 1 号の
基準の改訂によると言える。この基準の改訂（2016













1 − 2 ．住宅宿泊事業法の背景
「住宅宿泊業施設」が現れた様々な背景につい





















































































































































































































































































































































真 5 、 6 ）。
写真 5 　 宿泊施設のための用地収用（写真の一
部を加工）（筆者撮影）
写真 6 　 宿泊施設のための用地収用（写真の一
部を加工）（筆者撮影）
Vol.‥64‥ 89











































































































































































































































































































































































1 　京都新聞2018年 6 月 9 日「京都に観光公害の懸念」






























10　2017年 8 月 2 日の現地のニュース番組（筆者はニ
セコ町での調査中に知り得た情報）。







15　京都新聞2018年 3 月 2 日「民泊規制条例52自治体」































き取り調査（2017年 1 月から2018年 8 月にかけて
順次実施）
32　京都新聞2017年12月30日社説「京都市の民泊案」




























http://www.city.kyoto. lg . jp/hokenfukushi/








http://www.city.kyoto. lg . jp/hokenfukushi/
page/0000233644.html（2018年 9 月15日閲覧）
48　筆者の居住する地域の自治会の会長等に対する聞
き取り調査（2017年 4 月）。
49　筆者が建築士会連合会「建築士」編集部会の調査
活動として東京都内の弁護士事務所で実施した聞
き取り調査（2018年 3 月に実施）。
50　下記ホームページ参照
http://www2.city.kyoto.lg.jp/somu/bunsyo/
kouhou/h3006/0611/0611_8.pdf（2018年 9 月27
日閲覧）
51　京都市京町家の保全及び継承に関する条例第 2 条
第 1 号に規定する京町家を指す。
52　営業者の労働時間に関する検討も必要だと考えら
れる。
53　事業者が日本語でのコミュニケーションをできな
い場合もあることが知られている。
54　京都新聞2018年10月24日、「まち異変お宿バブル；
供給過剰と規制で逆風」
55　2016年 2 月に、京都市内区役所に筆者が質問した
ところ、簡易宿所から20分の到達距離に事業所が
位置しているなら、帳場が不要と説明していた。
56　京都市の場合は、住宅宿泊者事業法に関連する条
例で避難規定はある。
57　京都新聞2018年 6 月16日「民泊、安全性不安の声」
上記記事に筆者の主張がとり上げられている。
